
- 1 - 

川川崎崎市市

防防災災都都市市づづくくりり基基本本計計画画

と

で構成されています。 

・予防対策である「減災都市づくり」で

は、本市の地域特性を踏まえた上で、減

災都市づくりの基本方針と取り組むべき

施策を取りまとめるものです。 

・復興対策である「復興都市づくり」

では、突如発生する自然災害の猛威にも

対峙できるよう都市復興への事前の備え

についての取組を進めるものです。過去

の大規模災害の教訓を活かしながら、本

市で最も甚大な被害をもたらすとされる

川崎市直下型地震の被害想定調査の結果

等を念頭に置いて、質の高いすみやかな

都市の復興が果たせるよう必要な事項を

事前に整理します。 

平成26年 月

川崎市

「防災都市づくり」

とは… 

「予防対策」 「復興対策」

～被害を受けにくく、すみやかな復興を可能とする都市を目指して～

（案） 

資料４ 
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Ⅰ．はじめに 

第１章 計画の背景 

 川崎市は、大正12年の関東大震災や昭和20年

の川崎大空襲など、市街地の壊滅的な被害から復興

を成し遂げ、日本の高度経済成長を支える臨海工業

都市として発展してきました。 

今後はさらなる飛躍に向けて、東京オリンピック

も見据え、産業振興や音楽のまちとしての文化振興

を図り、環境と暮らしの調和する最先端の「力強い

産業都市」を目指しており、その実現に向けた戦略として、首都圏における隣接都市との

連携強化や、国際空港・羽田に隣接する立地を活かした国際都市としての産業振興等を掲

げています。 

都市防災の課題は、関東大震災、阪神・淡路大震災の被害を教訓とした震災対策に加え、

近年の地球温暖化による降雨強度の増加や頻発するゲリラ豪雨、東日本大震災による津波

による広域被害等を踏まえ、様々な自然災害に対応する都市づくりが必要となってきてい

ます。 

そのような中、本市が位置する関東地方南部は地震活動が活発な地域であり、今後30年

以内にＭ７クラスの大地震が発生する切迫性が高いとされています。被災時には首都圏に

おいて多大な人的・物的被害が想定されるとともに、行政機能自体が大幅に低下する恐れ

があり、対策が急がれています。できるだけ被害を少なくし、首都圏における都市機能を

いかに継続するかも大きな課題の一つです。 

本市の防災施策の変遷 

川崎市は、昭和40年代前半から、地震防災に関する多方面の調査・研究を精力的に進め

ており、昭和63年には地震被害想定調査を行いました。 

平成 7年の阪神・淡路大震災をはじめ、各地で各種地震による大きな被害がもたらされ、

本市ではこれらの震災を教訓として、地域防災計画の改訂や実行計画である地震防災戦略

の策定により対策を推進してきました。 

そのような中、平成23年の東日本大震災で新たにもたらされた課題への対策を推進する

ため、再び被害想定調査を実施するとともに地域防災計画等の各種計画を改訂しました。 

東日本大震災をはじめ、近年、各地で自然災害が起きる中、市民の防災意識が高まって

おり、まちづくり分野において、多様な主体による取組を結集し、災害に強いまちづくり

を実現するため、防災施策の一層の推進を図る「防災都市づくり基本計画」の策定を行う

ものです。
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本市の防災施策の変遷図

阪神・淡路大震災の教訓 
(直下型、建物倒壊、自助・共助等）

震災対策激甚災害編 

128のアクションプラン 

阪神・淡路大震災

震災対策行動計画 

地震防災戦略 

地震防災戦略改定 

中越地震 
能登半島地震 
中越沖地震

東日本大震災 

東日本大震災の教訓 
(巨大・広域、津波、帰宅困難者等）

地域防災計画改訂

地域防災計画第１期修正

地域防災計画第2期修正

防災都市づくり基本計画 

（H7.1）

（H16.10）

（H19.7）

（H23.3）

（H19.3）

（H25.4）

（H25.3）

（H22.3）

（H24.7）

（H25.10）

（H23.3） 

（H20.7）

（H9.3）

（H16.3）

（H7,9,10,11,13,15,18 年度） 

※ここでの地域防災計画は震災対策編を
指します。 

新たな課題の整理 
各行動計画を検証 

震災対策行動計画（素案） 

地震被害想定 

地震被害想定 

地震被害想定 

南関東地震対策 
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図 予防対策と復興対策による取組イメージ 

第２章 計画の目的と構成 

（１）計画の目的 

「防災都市づくり基本計画」は防災に関連するこれまでの一連の取組を踏まえ、被害を

軽減するために効果的な予防対策を定めるとともに、被災後の質の高い復興を迅速に進め

るため復興都市づくりのプロセスを事前に整理するものであり、さらに、予防対策と復興

対策の両面を兼ね備えた計画として、今後目指すべき方向性を市民等と共有し、いつ発生

してもおかしくない大規模災害に備えることを目的とした計画です。 

時間

大震災等の
自然災害 

早期復興

復興対策による
迅速化

予防対策による減災
（死者･経済被害） 

ま
ち
の
活
力

【全市的な取組】 

  都市計画による規制等 

【地域別の取組】 

  地域住民との協働まちづくり等 

【従来からの取組】 

  都市基盤の整備等 

復興の長期化
事業費の増大、経済への打撃

現状

様々な減災
への取組
の積み重ね
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（２）計画の構成 

「Ⅱ.減災都市づくり」は、様々な災害リスクに対応した都市づくりの基本方針や推進方

策を定め、全市的な取組や地域別の取組の代表的な対応策を取りまとめたものです。 

「Ⅲ.復興都市づくり」は、復興時に活用可能な事業手法をモデル的に整理するとともに、

いつ発生してもおかしくない震災に備えて、都市復興に携わる市職員の役割分担や復興手

順を取りまとめたものです。 

川崎市防災都市づくり基本計画 

本計画における「都市」、「地域」、「地区」については、次に示す範囲を想定してします。 

・「都市」：市域全体とします。（例：都市づくり） 

・「地域」：地形を含めた市街地環境等の特徴で分けられるエリアとします。（例：地域特性） 

・「地区」：町丁目、町内会、道路で囲まれたエリア等とします。（例：モデル地区） 

Ⅱ．減災都市づくり Ⅲ.復興都市づくり

計画の背景 

計画の目的と構成 

計画策定の基本的な考え方 

計画の目標 

計画の推進 計画の位置付けと対象範囲 

Ⅰ.はじめに

災害リスクを考慮した 

都市づくりの課題 

減災都市づくりの 

基本方針 

減災都市づくりの 

重点的な取組の検討 

減災都市づくりの 

取組の考え方 

都市復興対策地区の抽出と 

方向性の検討 

都市復興計画の 

策定手順の検討 

都市復興計画策定の 

全体の流れ 

都市復興計画策定に向けた 

各プロセスの内容 
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第３章 計画の位置付けと対象範囲 

（１）本計画の位置付け

本計画は、市の最上位計画である川崎市総合計画のもと、防災対策の基本的な骨格を示し

主に短中期的な施策を位置付けた「地域防災計画」と、都市計画の基本的な方針を示し主に

長期的な都市の将来像を示す「都市計画マスタープラン」の両者を踏まえた計画として策定

するとともに、国土強靭化基本法の取組とも連携を図りながら、今後の防災関連の個別都市

計画等に対して、中長期的な視点も含め、施策の方向付けをするものです。 

総合計画 

将来像や行政運営の基本となる事項を定める

総合的な計画 

地域防災計画 
（震災対策編・風水害対策編）

防災計画及び諸活動を実施する際

の基本的・総合的な活動指針 

都市計画 
マスタープラン 

（都市防災） 

概ね 20 年後の都市像を展望し、

都市計画の基本的な目標と方向を

定めたもの 

地震防災戦略 
震災を対象とした短中期的な減災

目標を掲げた実行計画 

防災都市づくり 
基本計画 

様々な災害を対象とし、中長期的な視点

による減災のための予防対策と質の高

い早期の都市復興対策への基本的な考

えを定めたもの 

個別都市計画 
（防災関連） 

個別事業・施策 
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（２）対象範囲

本計画における予防対策は、土

地利用や都市基盤など都市計画に

係わる対策を中心に据えつつ、ま

ちづくり分野の防災・減災に係わ

る対策全般を対象範囲とします。 

復興には「都市復興」「生活復興」「産業復興」など様々な側面がありますが、本計画にお

ける復興対策は「都市復興」の分野を対象としています。 

なお、今回対象外とした生活復興、産業復興との調整や総合的な震災復興のあり方につい

ては、今後も検討を進めるとともに、復興対策を支える法律や制度の改正、社会情勢の変化

等に応じて適宜修正・強化を行っていきます。 

◆川崎市地域防災計画に定義されている復興の分野 

第 5部「復旧計画・復興体制」 

  ・第 3章 復興体制 

        復興の３分野 

    ○都市復興 

    ○生活復興 

    ○産業復興 

－都市復興の事前の取組－ 

○復興が必要とされる地区の想定･事業手法等の整理 

○復興プロセス･復興体制の事前整理 
（被災後～都市復興計画に至る流れ） 

○復興計画の策定業務に携わる職員の訓練 
等 

産業復興 

生活復興 

震災復興 

都市復興 
被災した企業の事業再開 
（事業所や金融･税制面の
支援等） 

被災者の生活再建 
（住民の経済的再建、 
雇用や福祉環境の再建等）

本計画の対象 

被災した建物や道路、ライフ
ライン施設など市街地の復興

図 本計画の対象範囲（予防・復興）

時間 

予防
（防災・減災） 応急 復旧 復興 発災
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 第 4 章 計画策定の基本的な考え方

（１）計画策定の3つの視点 

視点①：リスク評価に基づく総合的な防災都市づくり

関東大震災や阪神･淡路大震災を教訓とし、また、近年多発する豪雨による水害や東日本

大震災による津波、巨大地震の懸念等も踏まえ、今後の都市づくりには幅広い防災の観点が

強く求められています。これからは防災･減災を目的の一つと明確化し、様々な災害を想定

した災害リスク評価に基づいた都市づくりを推進する必要があります。 

視点②：防災都市づくりの担い手である市民による地域防災力の向上

過去の震災からの教訓として、行政による対応には限界がある

ことから、市民一人ひとりが自らの地域に関わる災害リスクを理

解し、各自が実施できる対策や地域課題を克服するための創意工

夫を結集することが被災時の人的被害の軽減とその後の迅速な復

興につながります。市民一人ひとりが減災都市づくりの担い手で

あることを念頭に置いて、自助・共助の取組等を活性化し、地域

の防災力を向上する必要があります。 

視点③：「予防対策」と「復興対策」の両面を兼ね備えた計画

今後起こる可能性のある大規模な地震等の発生に対する予防対策を行うとともに、都市の

安全性が確保される前に被災してしまうことも考慮して、被災後の復興に向けた事前準備を

あわせて行うことにより、被害を受けにくく、被害を受けたとしても質の高い速やかな復興

を可能とする都市を目指します。 

兵庫県南部地震における火災に関する調査報告書
日本火災学会より

自力で
34.9% 

家族に 31.9%

友人、隣人
に 
28.1% 

通行人に
2.6%

救助隊に
1.7% その他 0.9%

9割以上が
自助・共助
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（２）予防と復興の両面から取り組むねらい 

本計画のねらいは、予防対策によってかけがえの

ない市民の生命・財産を守る予防対策に取り組むだ

けではなく、いつ発生するのかわからない災害に対

しては速やかな復興が可能となるよう事前に復興準

備を進めていくことによって、しなやかに災害に強

いまちづくりを実践することにあります。 

予防対策である「減災都市づくり」では、減災への各種施策間の連携を強化し、実効性の

高い施策による減災都市づくりを推進するとともに、市民に対しては想定される災害リスク

を広く周知することで自助･共助を促進し、あわせて地域住民と行政との協働の防災まちづ

くりの取組を行うことによって、地域の団結力や創意工夫を引き出しながら災害による被害

の低減を目指します。 

また、復興対策である「復興都市づくり」では、市職員が被災状況に応じて柔軟な復興対

応が可能となるよう発災前の復興準備を行い、都市復興の迅速化を目指しますが、この中で

取りまとめた都市復興のプロセス等を市民と共有することにより、予防と復興への機運醸成

や地域コミュニティの強化、復興準備のさらなる質的向上へと連動した取組につなげていき

ます。 

情報 
提供 

地域住民との
協働による 
防災まちづくり

復興まちづくり協議会による復興まちづくり 

機運 
醸成 

体制・組織
づくり 

実効性の高い
施策の検討・
推進 

都市復興計画
の策定 

反映 

●減災都市づくり 

初動期 
支援 

被害の低減

●復興都市づくり 

予防対策 復興対策

質の高い都市復興
の迅速化

各種施策間の
連携 

災害リスクの

周知・啓発 

都市復興の
プロセス 
の共有 

発災前の
復興準備 

復興プロセ
スの検討 

市職員の
復興準備
討

被災後に
行うもの

自助・共助の促進 効果的な減災まちづくり

予防対策

減災 

復興対策

(都市復興)

◆予防と復興の取組の重要性 
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 第５章 計画の目標

本計画では、かけがえのない市民の生命・財産の確保に向けて、常により高い目標を掲げ

て、不断の対策に努めることとし、地震防災戦略等で示す短中期的な減災目標以上の達成を

目指して減災都市づくりを推進していきます。 

また、市職員が被災状況に応じて柔軟な復興対応が可能となるよう発災前の復興準備を継

続しながら質的向上を追求し、質の高いすみやかな都市の復興を実現できる体制を維持・向

上します。 

川崎市地震防災戦略における減災目標（平成25年4月改定時点） 

項 目 目 標

①死 者 計画期間（平成27 年度まで）のできるだけ早期に、川崎市直下の地震
（平成２１年度想定）で想定される死者数の４割減を目標とします。 

約1,140 人 ⇒ 約690 人 

②直接経済被害 計画期間（平成27 年度まで）のできるだけ早期に、川崎市直下の地震
（平成２１年度想定）で想定される経済被害の３割減を目標とします。

約5.3 兆円 ⇒ 約3.8 兆円 

③津波被害 神奈川県慶長型地震で想定される津波による死者数ゼロを目標としま
す。 

約5,820 人 ⇒ 0 人 

※①･②については、最大クラスの津波に比べて発生頻度が高く、津波高は低いものの大きな被害をもたらす津波

（Ｌ１津波）に対しては、海岸保全施設の整備等津波対策（ハード対策）により、市街地への侵入を防ぐものと

します。また、上記以外に、事業推進や防災教育等により得られる減災効果も、個別に項目を掲げ考慮していま

す。
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 第６章 計画の推進

本計画の見直しについては、想定すべき災害を変更する必要が生じた場合のほか、上位計

画や密接な関連計画の見直し時期や社会・経済情勢等の変化にあわせて機動的に実施します。 

本計画で定めた重点的な取組等の施策は、市の総合計画、地域防災計画や都市計画マスタ

ープラン等に関連付け、これら関連計画の見直しにあわせて進捗状況の把握と評価を行って

いきます。 

減災都市づくりや復興都市づくりは、当取組だけでは、必ずしも十分とは言えないため、

改定強化への不断の努力が必要です。 

都市復興以外の復興分野である生活復興や産業復興に対する考え方や、復興の目標や基本

理念など総合的な復興の考え方については今後も検討を進めるとともに、復興対策を支える

法律や制度の改正、社会情勢の変化等に応じて適宜修正・強化を行っていきます。 

また、非常時に都市復興を適切に運用していくための人材面の強化にも継続的に取り組む

ものとし、復興イメージトレーニング等の実践的な訓練を通じて、都市復興に関する知識や

ノウハウの蓄積を図っていきます。 

市職員による復興都市づくりを考えるワークショップの様子

川崎市防災都市づくり基本計画 

Plan（計画） Do（実施） 

Check（点検・評価）Act（改善・見直し）

・計画策定 

・都市計画マスター

プラン等との連動 

・予算確保

・各種予防施策の実施 

・地域住民との協働による防

災まちづくり等の推進 

・復興を想定した訓練の実施

・進捗状況の把握と評価 

・社会・経済情勢や都市・自

然環境の点検 

・復興にあたって事前に想定

される課題の抽出 

・各種予防施策の見直し

・推進手法･体制の改善 

・計画内容の見直し 

被害想定調査 

新たな 

災害リスク 

総合計画

関連計画


